
 

 

 

■実施状況                                            ＜令和８年３月時点＞ 

交付限度額 178億 5276万円     

うち令和７年度 交付決定額 109億 6026万円（61%） 

うち令和８年度 交付決定額 ―円（―%） 

残額 68億 9250万円（39%） 

 

■主な事業概要 ※規模の大きい事業を最大５つ程度記載（詳細は別途実施計画をご覧ください） 

生活者支援 

◆省エネ家電等切換え緊急支援事業 事業費：16億 4,380万円 

 家庭のエネルギーコスト及び温室効果ガスの削減を図るため、省エネ性能の高い家電製品等の購入者に対し、購入品目に応じたポイント付与等を実施。

（対象商品購入期間：令和８年３月～令和９年１月（予定）） 

 

◆LPガス価格高騰対策事業 事業費：12億 977万円 

 物価高に直面する県内消費者の負担を軽減するため、ＬＰガス販売事業者を通じて料金支援を実施。（期間：令和８年１月～３月、支援上限：１消費者

あたり 2,000円） 

 

◆住民税非課税世帯エアコン設置促進事業 事業費：３億 7,621万円 

 近年の猛暑による熱中症リスク増加を踏まえ、市町村が実施する住民税非課税世帯へのエアコン設置支援事業に対し補助。（補助上限：73,000円（県・

市町村合計）） 
 

事業者支援 

◆エネルギーコスト削減促進事業 事業費：23億 1,938万円 

 物価高に直面する県内事業者のエネルギーコストの削減を促進し、経営基盤の強化・安定と脱炭素社会の実現を図るため、高効率設備や再生可能エネル

ギー設備の更新・導入に要する経費を助成。（補助上限：500万円、補助率：１/２～ ３/４等 ） 

 

◆社会福祉施設等価格高騰対策支援事業 事業費：13億 3,212万円 

 物価高騰に直面する社会福祉施設等の安定的なサービスの提供を支援するため、光熱費・食材費の価格高騰分の一部を助成。（入所・入院施設：10万円/

施設、訪問系サービス事業所・施術所・歯科技工所：２万円/施設、通所施設・医療機関（入院施設以外）・薬局：６万円/施設、普通公衆浴場：３万円/施

設 等） 

※事業費の全部又は一部に本交付金を充当予定
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